
設
業
は
、
工
事
の
着
工
か

ら
完
成
・
引
渡
し
ま
で
に

長
い
時
間
が
か
か
る
と
い
う
特
徴

が
あ
る
。
売
上
高
を
計
上
す
る
ま

で
の
サ
イ
ク
ル
が
他
の
業
種
と
比

較
し
て
長
く
、
完
成
し
た
際
に
は

一
度
に
多
額
の
売
上
高
が
計
上
さ

れ
る
傾
向
が
あ
る
。

　
そ
の
た
め
、
建
設
業
者
に
お
い

て
は
、
着
工
か
ら
代
金
の
回
収
ま

で
の
長
い
サ
イ
ク
ル
に
合
わ
せ
た

「
建
設
業
会
計
」
が
採
用
さ
れ
て

い
る
。
こ
の
建
設
業
会
計
を
押
さ

え
た
う
え
で
、
決
算
書
の
特
徴
や

見
方
に
つ
い
て
み
て
い
こ
う
。

建
設
業
に
お
け
る

建
設
業
に
お
け
る

収
益
の

収
益
の

認
識
基
準

認
識
基
準

1
　
建
設
業
会
計
を
理
解
す
る
た
め

に
必
要
な
の
が
、
収
益
の
認
識
基

準
で
あ
る
。
収
益
の
認
識
と
は
、

収
益
を
計
上
す
る
時
期
の
こ
と

だ
。
建
設
業
の
収
益
認
識
基
準
に

つ
い
て
は
、
上
場
企
業
や
大
企
業

に
対
し
て
は
２
０
２
２
年
３
月
期

以
降
、
会
計
基
準
の
国
際
化
の
要

請
に
よ
り
五
つ
の
ス
テ
ッ
プ
（
①

契
約
の
識
別
、
②
履
行
義
務
の
識

別
、
③
取
引
価
格
の
算
定
、
④
履

行
義
務
の
配
分
、
⑤
履
行
義
務
の

充
足
）
を
経
て
収
益
を
認
識
す
る

こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

　
こ
こ
で
は
、
中
小
企
業
で
広
く

採
用
さ
れ
て
い
る
工
事
完
成
基
準

と
工
事
進
行
基
準
を
解
説
す
る
。

工
事
完
成
基
準
は

損
益
に
ば
ら
つ
き
も

①
工
事
完
成
基
準

　
工
事
完
成
基
準
と
は
、
工
事
が

完
成
し
て
目
的
物
の
引
渡
し
を
行

っ
た
時
点
で
、
工
事
収
益
お
よ
び

工
事
原
価
を
認
識
す
る
方
法
で
、

比
較
的
工
期
が
短
い
場
合
に
採
用

さ
れ
る
。

　
当
期
に
完
成
・
引
渡
し
が
完
了

し
た
工
事
の
請
負
代
金
が
、
損
益

計
算
書
上
に
完
成
工
事
高
と
し
て

収
益
に
計
上
さ
れ
る
。
そ
の
完
成

工
事
高
に
対
応
す
る
工
事
原
価

が
、
工
事
原
価
報
告
書
に
お
い
て

材
料
費
、
労
務
費
、
外
注
費
、
経

費
の
別
に
計
上
さ
れ
る
。

　
工
事
完
成
基
準
に
お
い
て
は
、

工
事
の
完
成
・
引
渡
し
時
点
で
、

収
益
と
原
価
が
同
時
に
計
上
さ
れ

る
た
め
、
各
事
業
年
度
に
よ
っ
て

損
益
に
ば
ら
つ
き
が
生
じ
る
傾
向

に
あ
る
。

②
工
事
進
行
基
準

　
工
事
進
行
途
中
で
あ
っ
て
も
、

毎
期
末
ご
と
に
工
事
の
進
捗
度
に

合
わ
せ
て
、
収
益
と
原
価
を
認
識

し
て
損
益
計
算
書
に
反
映
さ
せ
る

の
が
工
事
進
行
基
準
だ
。

　
完
成
・
引
渡
し
時
ま
で
工
事
利

益
を
計
上
し
な
い
工
事
完
成
基
準

と
比
較
す
る
と
、
毎
期
コ
ン
ス
タ

ン
ト
に
工
事
利
益
を
計
上
す
る
こ

建

八
木
正
宣
税
理
士
法
人
Ｓ
Ｂ
Ｌ
代
表
社
員
／

税
理
士
／
Ｃ
Ｆ
Ｐ
Ⓡ
／
１
級
Ｆ
Ｐ
技
能
士

「
建
設
業
会
計
」
と
い
う
財
務
会
計
の
制
度
を
押
さ
え
た
う

え
で
、
建
設
業
者
特
有
の
財
務
分
析
の
要
点
を
解
説
す
る
。

建
設
業
者
の
決
算
書
の

特
徴
と
読
み
方

押
さ
え
て
お
き
た
い
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と
が
で
き
る
た
め
、
各
事
業
年
度

に
お
い
て
損
益
の
ば
ら
つ
き
が
少

な
く
な
る
利
点
が
あ
る
。

　
た
だ
し
、
工
事
収
益
総
額
、
工

事
原
価
総
額
、
決
算
日
に
お
け
る

進
捗
度
を
合
理
的
に
見
積
も
る
こ

と
が
必
要
と
な
る
。
進
捗
度
は
、

完
成
時
の
原
価
の
見
積
額
に
対
し

て
、
当
期
末
ま
で
に
ど
の
く
ら
い

の
原
価
が
投
入
さ
れ
た
か
な
ど
の

度
合
い
で
測
ら
れ
る
。

建
設
業
者
の

建
設
業
者
の

決
算
書
の
特
徴
・

決
算
書
の
特
徴
・

チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

２
　
建
設
業
者
の
決
算
書
で
は
、
一

般
的
な
決
算
書
で
は
見
受
け
ら
れ

な
い
勘
定
科
目
の
名
称
が
使
わ
れ

て
い
る
。
決
算
書
の
サ
ン
プ
ル

（
図
表
）
を
基
に
、
そ
う
し
た
建

設
業
な
ら
で
は
の
勘
定
科
目
に
つ

い
て
解
説
す
る
。

①
損
益
計
算
書

　
損
益
計
算
書
に
お
い
て
特
徴
的

な
の
は
、
売
上
総
利
益
ま
で
の
前

半
の
部
分
だ
。

㋐
完
成
工
事
高

　
一
般
的
な
決
算
書
の
売
上
高
に

相
当
す
る
勘
定
科
目
で
、
工
事
を

請
け
負
っ
た
代
金
を
、
前
述
し
た

収
益
の
認
識
基
準
に
基
づ
き
計
上

す
る
。

　
建
設
業
者
の
決
算
書
を
読
む
た

め
に
は
、
ま
ず
採
用
さ
れ
て
い
る

収
益
認
識
基
準
が
工
事
完
成
基
準

な
の
か
工
事
進
行
基
準
な
の
か
を

把
握
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
特
に
、
工
期
の
長
い
工
事
に
つ

い
て
工
事
完
成
基
準
を
採
用
し
て

い
る
場
合
に
は
、
各
事
業
年
度
間

で
当
期
利
益
が
上
下
す
る
可
能
性

が
あ
る
た
め
、
当
期
だ
け
で
な
く

来
期
以
降
の
工
事
利
益
が
ど
の
く

ら
い
計
上
で
き
る
の
か
押
さ
え
て

お
き
た
い
と
こ
ろ
だ
。

㋑
完
成
工
事
原
価

　
一
般
的
な
決
算
書
に
お
け
る
売

上
原
価
に
相
当
し
、
完
成
工
事
高

に
直
接
対
応
す
る
工
事
原
価
を
指

す
。
そ
の
工
事
原
価
の
内
訳
の
詳

細
を
表
示
し
集
計
す
る
書
類
と
し

●建設業者の決算書のサンプル

（出所）筆者作成

貸借対照表
令和７年９月30日現在

資産の部 負債及び純資産の部
科目 金額 科目 金額

Ⅰ　流動資産 289 Ⅰ　流動負債 70
　　現金預金 137 　　支払手形 24
　　受取手形 12 　　買掛金 ７
　　完成工事未収入金 33 　　工事未払金 18
　　原材料 ５ 　　未成工事前受金 10
　　未成工事支出金 102 　　短期借入金 11
Ⅱ　固定資産 128 Ⅱ　固定負債 76
　　有形固定資産 48 　　長期借入金 76
　　無形固定資産 ６ 負債合計 146
　　投資その他の資産 74 Ⅰ　資本金 10
Ⅲ　繰延資産 ３ Ⅱ　利益剰余金 264

純資産合計 274
資産合計 420 負債純資産合計 420

損益計算書
自 令和６年10月１日
至 令和７年９月30日

（※一部抜粋）

…

Ⅰ　売上高
　　完成工事高	 768
　　兼業事業売上高	 	 46	 814
Ⅱ　売上原価
　　完成工事原価	 497
　　兼業事業売上原価	 	 33	 530
　　　売上総利益	 	 284
Ⅲ　販売費及び一般管理費

完成工事原価報告書
Ⅰ　材料費	 	 86
Ⅱ　労務費	 227
Ⅲ　外注費	 184
Ⅳ　経費	 	 96
　　当期総工事原価	 593
　　期首未成工事支出金	 	 	 6
　　期末未成工事支出金	 102
　　完成工事原価	 497

工事完成基準ま
たは工事進行基
準により計上

売上総利益のうち
完成工事総利益は
768－497
＝271

完成工事高に対
応する工事原価
を四つの区分ご
とに記載。工期
が決算期末をま
たがる工事につ
いては、未成工
事支出金を用い
て事業年度間で
調整する

期末の未成工事支出金は
棚卸資産に計上され、翌
期以降の工事原価に振り
替えられる

特
集地元建設業者への

融資提案メソッド
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